
安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

25 新規 安全で美味しい島根 21,614 ○県産品の安全性の確保を図り、市場競争力を 14,000 ○事業費精査 農林水産部

[農畜産振興課]☆ の農林水産物・認証 高めつつ、農家の生産意欲・技術の向上を図

事業 るため、安全性と品質に関する一定の基準を

満たした県産品を認証する制度を創設

①審査委員会を設置し認証申請産品を審査

②消費者モニターを設置して認証産品の評価

等を行うことにより、認証産品の商品性向

上を推進

③認証制度のPRと認証産品の販売を促進

④残留農薬分析の実施により県産品及び認証

制度の信頼性の向上を推進

【事業期間】Ｈ２１～Ｈ２３

26 防災情報システム整 245,403 ○防災情報通信施設・設備が常時正常に稼働す 245,079 ○事業費精査 総務部

[消防防災課]備事業 る状態を確保し、迅速かつ正確な情報連絡体

制の確立と防災関係機関における防災情報の

共有化を図り、災害の未然防止や拡大防止に

役立てる

①防災システム整備事業

・県デジタル総合通信システム整備

県防災行政無線移動系システムについて、

２６０ＭＨz帯デジタル方式へ移行

Ｈ２１ 基本設計

Ｈ２３ 実施設計

Ｈ２４～Ｈ２５ 整備

②総合防災情報システム管理運営

③防災情報ネットワークシステム管理運営

④震度情報ネットワークシステム管理運営

⑤防災行政無線通信施設管理運営

⑥ヘリコプターテレビ伝送システム管理運営
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安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

27 新型インフルエンザ 806,899 ○新型インフルエンザの発生および大流行に備 369,425 ○事業費精査 健康福祉部

[薬事衛生課]対策事業 え、健康被害を最小限にとどめ、社会経済を

破綻に至らせないために各種対策を実施 商工労働部

[商工政策課]①抗インフルエンザ薬備蓄事業

・抗インフルエンザ薬の追加備蓄 警察本部

②医療提供体制整備事業

・発熱外来設備整備事業

新型インフルエンザ発生時に設置する発熱

外来に必要な医療設備等を整備

・入院医療機関設備整備事業

入院医療を行う医療機関が整備する簡易ベ

ッド、感染防止用個人防護服に対し補助

・プレパンデミックワクチン接種事業

医療従事者等に対しプレパンデミックワク

チン（注）を接種

③普及啓発事業

・県民向け公開講座の開催等

④治安対策体制整備事業

・防疫措置支援体制整備費

・検視体制整備費

⑤企業における事業継続計画（ＢＣＰ）策定

推進事業

・県内企業を対象とした新型インフルエンザ

対策ＢＣＰの学習会開催など

（注）プレパンデミックワクチン…これまでに

鳥からヒトへ感染した事例から分離され

たウイルスをもとに開発したワクチン。

新型インフルエンザが発生したときには

ウイルスが変化していることが考えられ

るため、効果があるかどうかは不明。し

かしながら、新型インフルエンザ用のワ

クチンは新型インフルエンザが発生して

からでないと製造できず、その製造には

時間がかかるため、その間基礎免疫をつ

けるために使用するのがプレパンデミッ

クワクチンである。
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安心して暮らせるしまねⅡ

１．安全対策の推進（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

28 原子力安全対策事業 777,620 ○安全協定に基づき発電所周辺住民の安全を確 777,620 ○要求どおり 総務部

[消防防災課]保するため、環境放射線監視や発電所の運転

状況の把握等を行うとともに、原子力安全対

策、原子力発電に関する普及啓発などを行う

①安全協定による安全確認・連絡調整

②環境放射線測定調査

発電所周辺の環境放射線等の常時監視

Ｈ２１ 環境放射線情報システム更新

③安全対策協議会の開催

④原子力専門研修

⑤原子力安全対策広報

29 建築物等地震対策促 9,768 ○大規模地震から県民の生命と財産を守るため 9,768 ○要求どおり 土木部

[建築住宅課]進事業 島根県建築物耐震改修促進計画に基づき、各

種事業を実施

①法令周知・啓発事務

・コンクール及び地域学習会の開催

②技術者養成事務

・設計施工技術講習会の開催

③木造住宅耐震改修等事業

・市町村が耐震性の低い木造住宅の改修等に

要する費用を補助する場合に費用の一部を

補助

・H21年度モデル事業として、木造住宅耐震

診断に要する経費の一部を補助

（ふるさと島根基金を活用）

30 駐在所等整備事業 521,464 ○県民のもっとも身近にあって、事件事故の対 521,464 ○要求どおり 警察本部

応に当たる駐在所等の整備に要する経費

①交番用地取得３箇所

②駐在所庁舎建設１０箇所

駐在所用地取得９箇所

31 身近な犯罪等対策事 47,486 ○日本一治安の良い地域社会の実現のため、県 47,486 ○要求どおり 警察本部

業 民の自主防犯活動と交番機能等の強化に要す

る経費

①日本一安全安心まちづくり推進事業

不審者情報等を発信する「みこぴー安全メ

ール」や声かけ事案発生場所等を地図上で

示す「みこぴー安全マップ」の運用等

②交番相談員配置経費

交番のパトロール活動強化と空き交番解消

のための交番相談員配置経費
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安心して暮らせるしまねⅡ

２．健康づくりと福祉の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

32 ☆ 障害者の自立に向け 741,888 ○障害者の地域における自立支援に向けて引き 741,888 ○要求どおり 健康福祉部

[障害者福祉課]た特別支援事業 続き重点的に実施

[健康推進課]①地域生活移行支援

・相談支援体制の充実

・生活の場の確保

・就労訓練・活動の場の充実

・地域生活移行・地域生活支援の充実

②極めて重度の障害児（者）への支援強化

・サービス拠点確保・在宅サービス充実

・強度行動障害者への支援の充実

・障害児（者）の治療費用の負担軽減

③制度の狭間にある障害者に対する支援

・発達障害者支援

・高次脳機能障害者支援

33 肝炎医療費助成事業 193,804 ○肝ガンへの進行防止や肝炎治療を効果的に推 193,804 ○要求どおり 健康福祉部

[健康推進課]進するため、インターフェロン治療を必要と

するＢ型、Ｃ型肝炎患者全てが治療を受けら

れるよう治療費を助成

34 新規 食育推進全国大会 33,775 ○Ｈ１７の食育基本法制定及び国の食育基本計 33,775 ○要求どおり 健康福祉部

[健康推進課]画の策定を受け Ｈ１８に県食育計画を策定、 。

この計画の趣旨をふまえ、内閣府と連携し、 農林水産部

[農畜産振興課]食育推進全国大会を開催

○食育に関するシンポジウム・フォーラム、食 教育庁

[保健体育課]育に取り組む団体の展示・活動紹介、食育体

験講座等を通じて 「地域力」を生かした食、

育を推進

・全国大会開催経費

開催日：平成２１年６月１３・１４日

会 場：くにびきメッセ

35 社会福祉施設整備事 104,547 ○消防法令改正に伴い、既存の社会福祉施設で 104,547 ○要求どおり 健康福祉部

[地域福祉課]業（スプリンクラー 新たにスプリンクラー設備が必要となる施設

[障害者福祉課]設備整備） に対して整備費の一部を補助

・Ｈ２１箇所数 救護施設 １箇所

障害者施設 ５箇所

・補助率 ３／４

（国１／２・県１／４・事業者１／４）

【事業期間】 Ｈ２１～Ｈ２３
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安心して暮らせるしまねⅡ

２．健康づくりと福祉の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

36 ステップアップ就労 14,346 ○知的障害者等の就労支援のため、企業への就 14,346 ○要求どおり 健康福祉部

[障害者福祉課]支援事業 職に向けたステップアップの場として県が非

常勤嘱託として採用し、実習の場を提供

・雇用人数 本庁及び地方機関で１０名

・業務内容 障害者の特性に適した業務

・ジョブコーチ（非常勤嘱託）を採用し、被

雇用者をケア

37 新規 介護人材確保・定着 142,603 ○本県の介護保険サービスの量的・質的な充実 142,603 ○要求どおり 健康福祉部

[高齢者福祉課]推進事業 を図るため、県内の介護保険事業所における

介護人材の確保と定着を支援

・ 介護の仕事」イメージアップ事業「

・潜在有資格者等養成支援事業

・進路選択学生支援事業

・職場体験等事業

・福祉・介護人材定着支援事業

・複数事業所連携事業

・実習受入施設ステップアップ事業

・企画運営委員会

・介護人材緊急確保事業
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安心して暮らせるしまねⅡ

３．医療の確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

38 ☆ 地域医療を支える医 454,247 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の特定 426,652 ○個別事業の必要性・内容精査 健康福祉部

[医療対策課]師確保養成対策事業 診療科における深刻な医師不足に対応するた

[健康推進課]め、医師確保養成対策を実施

①現役の医師の確保『呼ぶ』

・様々な広報媒体を活用した情報収集や、県

外医師との出張面談などを実施

・研修後の地域医療機関での勤務を前提に県

立病院での専門診療科研修を実施

②地域医療を担う医師の養成『育てる』

・県内就業を目指す医師ための奨学金

・島根大学と連携し、医学生・研修医の県内

定着を促進するため、各種講習会等を実施

・自治医科大学運営費の負担

・自治医科大学卒業の医師が産科、小児科等

不足診療科での就業を希望する場合に県立

病院での研修を実施

・県内の大規模病院・地域の中規模病院・大

学を循環しながらキャリアアップする仕組

みの構築

③地域勤務医師の支援『助ける』

・医療機能確保に向けた地域検討会議や医療

機関（従事者）を支えるための取組みを促

進するため、市町村への補助事業を創設

・救急医療体制を確保するため、医師の負担

軽減と待遇改善策を実施

・周産期医療を確保するため、産科医師の負

担軽減と待遇改善策を実施

・女性医師等医療従事者のための保育支援
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安心して暮らせるしまねⅡ

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

39 しまねがん対策強化 107,512 ○質の高い医療の実現、がんの予防及び早期発 107,512 ○要求どおり 健康福祉部

[医療対策課]事業 見の推進を図るため、総合的ながん対策を実

[健康推進課]施

①がん医療水準の向上及び情報提供の充実を

図るための施策

・がん診療連携拠点病院等の院内がん登録の

推進

・島根大学へのがん登録情報収集・分析・活

用委託

・医療従事者研修派遣に対する補助

・コメディカルスタッフ（医師以外の医療従

事者）の県内研修プログラムを検討

・がん診療連携拠点病院機能強化に対する補

助

②緩和ケア推進のための施策

・各圏域の緩和ケアネットワークの構築

・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

・在宅療養への移行促進モデル事業

③患者団体等支援のための施策

・患者団体の意見交換会

・患者と医療者等が一緒に病気に立ち向かう

活動の場として「がん患者塾（仮称 」の）

開催

④がん関連情報提供の推進

・がん相談支援センターの普及啓発に関する

補助員の配置

・がん関連図書等の整備

⑤がん健診の受診者を増やすための施策

・啓発媒体の作成

・働き盛りの検診体制の整備

・民間企業、患者会と連携した啓発実施

⑥がん検診の精度管理

・従事者者講習会の開催

・協議会、各がん部会の開催

40 隠岐病院整備事業 12,192 ○隠岐広域連合（隠岐郡４町村と県で構成）が 12,192 ○要求どおり 健康福祉部

[医療対策課]設置する隠岐病院の現地建替整備に係る経費

の負担

・Ｈ２１事業 基本設計

・負 担 率 建設費・機器購入費につい

て、地方交付税措置分を除い

た額を隠岐の島町と県とで

１／２ずつ負担
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安心して暮らせるしまねⅡ

３．医療の確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

41 浜田医療センター整 30,435 ○浜田医療センター整備に関連し、島根県環境 ○内容精査 健康福祉部1,936,000

[医療対策課]備関連支援事業 保健公社が地域で必要な機能を合築整備する ○県の将来負担軽減のため、元利補

ため、金融機関から借り入れた借入金の元利 給方式から一括補助方式に変更

償還金に対する元利補給

・借入金額 ２，０２９，０００千円

・借入条件（年利率）３．０％

・償還期限 ３年据置 ２０年償還

○元利補給金及び事業資金に対する損失補償に

ついて債務負担行為を設定

（期間：Ｈ２１～Ｈ４１）

42 松江赤十字病院建替 ○新病院建設（Ｈ１８～Ｈ２４）を行っている ○要求どおり 健康福祉部2,104,176 2,104,176

[医療対策課]整備事業補助事業 松江赤十字病院に対して、厚生労働省のほか

国土交通省の補助事業も活用した補助を実施
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安心して暮らせるしまねⅡ

４．子育て支援の充実
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

43 新規 情緒障害児短期治療 141,785 ○情緒障害児短期治療施設の設置に対して建設 141,785 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]施設整備事業 費の一部を補助

【情緒障害児短期治療施設】

・軽度の情緒障害を有する児童を、短期間、

、 、 、入所させ 又は 保護者の下から通わせて

その情緒障害を直し、あわせて退所させた

者について相談その他の援助を行うことを

目的とする施設（児童福祉法）で、県内で

は未設置

・補助額

国８１百万円、県６１百万円

44 第３子以降保育料軽 101,507 ○保育所等に入所している第３子以降の３歳未 101,507 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]減事業 満の児童に係る保育料を軽減している市町村

への補助

・市町村が定める軽減率の１／２を補助

45 子育て環境づくり事 21,939 ○島根県の次代を担う子ども達の健やかな成長 41,939 ○Ｈ２１において、子育てサロンの 健康福祉部

[青少年家庭課]業 を、行政、企業、団体等が一体となって県全 活性化のため、活動の充実やサロ

体で応援していく「子育ての社会化」に向け ンの新設に対する支援を行うこと

た気運醸成と子育てにやさしい職場づくり等 とし、増額査定

を推進

①みんなで子育て応援事業（こっころ事業）

こっころパスポートを通じて形成したネッ

トワークやイメージを活用し、また民間事

業者や団体の支援事業を統合して地域にお

いてさまざまな主体が取り組む子育て支援

活動を推進

②仕事と家庭の両立支援事業

労働者が働きながら安心して子育てできる

よう、仕事と家庭の両立についての気運醸

成と子育て支援に取り組む企業の育成を推

進

③縁結び応援事業

少子化の最大の要因である未婚化・晩婚化

に対応し、民間団体と独身男女の出会いの

場を創出するとともに、独身男女のマッチ

ングを支援するボランティア制度を運営
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安心して暮らせるしまねⅡ

４．子育て支援の充実（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

46 乳幼児等の育児支援 477,944 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に対す 497,944 ○Ｈ２１～Ｈ２２において、病児・ 健康福祉部

[青少年家庭課]事業 る育児支援のための多様な保育サービスを支 病後児保育の促進、放課後児童ク

援 ラブの環境整備のため、国庫補助

①特別保育推進事業 事業の対象とならない施設改修や

・保育所や市町村が実施する各種保育サービ 備品整備を支援するメニューを②

スに対する助成 に追加することとし、増額査定

補助率：２／３

②しまね子育て総合支援推進事業交付金

・保育所や市町村が実施する特別保育推進事

業などの要件に満たない小規模な保育サー

ビスなどに対する助成

交付限度：事業費の１／２以内

③地域子育て支援拠点事業

・地域における子育て支援拠点の拡充を支援

補助率：２／３

47 地域児童育成事業 269,110 ○市町村が設置する、おおむね１０歳未満の児 269,110 ○要求どおり 健康福祉部

[青少年家庭課]童を対象とした「放課後児童クラブ」等を支

援

①放課後児童クラブ運営支援

設置箇所：新規６、継続１３３

補助率：２／３

②放課後子どもプラン指導員・ボランティア

研修、放課後児童クラブ指導員等研修
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安心して暮らせるしまねⅡ

５．生活基盤の維持・確保
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

48 ☆ 中山間地域活性化重 89,000 ○新・島根県中山間地域活性化計画に掲げる重 89,000 ○要求どおり 地域振興部

[地域政策課]点施策推進事業 点施策に積極的に取り組む市町村への支援

①中山間地域コミュニティ再生重点プロジェ

クト事業

・集落を越えて新たなコミュニティを中心と

して重点施策に積極的に取り組む市町村を

重点プロジェクト地域に指定し、その取り

組みを支援

・駐在職員、中山間地域研究センター客員研

究員による支援

②中山間地域活性化支援事業

・地域の実情に応じて市町村が主体的・積極

的に行う多様な取り組みを支援

③中山間地域生活交通支援事業

・新交通システム導入の検討を行う市町村へ

の支援

・デマンドバスの試験運行を行う市町村への

支援

・市町村で対応が困難な交通空白・不便地域

における自治会等による自主的な輸送活動

に対する支援

49 ☆ 地域貢献型集落営農 46,000 ○担い手空白地域の解消を推進し、農地維持活 46,000 ○要求どおり 農林水産部

[農業経営課]確保・育成事業 動や住民活動など、農業・農村の維持活性化

に取り組む「地域貢献型集落営農組織」の新

規設立及び取組強化を支援

①地域農業再編支援事業

・県担い手協議会及び地域担い手協議会によ

る担い手空白地域の解消のための活動

②地域貢献型集落営農確保・育成事業

・新たな地域貢献型集落営農の設立や地域貢

献型集落営農の地域貢献活動に対する支援

【事業期間】Ｈ２０～Ｈ２２

50 県民いきいき活動促 44,628 ○市民活動団体やボランティア団体等多くの県 44,628 ○要求どおり 地域振興部

[地域政策課]進事業 民のユニークな発想や企画力を活かして実施

する地域課題の解決や地域の活性化につなが

る活動を支援

・地域活性化支援（地域資源を活用した継続

性の高い事業に対して助成）

・社会貢献支援（公共性・公益性の高い事業

に対して助成）
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安心して暮らせるしまねⅡ

５．生活基盤の維持・確保（続き）
（単位：千円）

各 部 局 の 要 求 査 定

NO 分類 事 業 名 部局名

事業費 概 要 事業費 査 定 内 容

51 ハートフルしまね事 37,176 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等が行 37,176 ○要求どおり 土木部

[道路維持課]業 う県管理道路、県管理河川堤防などの除草作

[河川課]業に対し実費程度を助成

[都市計画課]

52 橋梁長寿命化計画策 53,000 ○橋梁の長寿命化及び修繕・架け替えに係る費 47,900 ○事業費精査 土木部

[道路維持課]定事業 用の縮減・平準化を図るため、橋梁長寿命化

修繕計画を策定

①橋梁点検

②長寿命化修繕計画策定

53 バス路線運行維持事 366,481 ○生活バス路線確保対策交付金 364,160 ○事業費精査 地域振興部

[交通対策課]業 市町村が行う廃止代替バスの運行等に要する

経費を助成

【助成対象】

・運行費、車両購入費

○バス運行対策費補助金

バス事業者が行う広域的・幹線的なバス路線

に対し、国と協調して運行経費等を助成

【助成対象】

・運行費、車両購入費 等

54 一畑電車運行維持事 155,159 ○一畑電車の運行を維持するため、線路・車両 155,159 ○要求どおり 地域振興部

[交通対策課]業 等の鉄道基盤設備の維持及び橋梁の改良等輸

送安全性向上に係る事業に対する補助

○沿線の松江市・出雲市とともに行う、啓発宣

伝や利用促進事業等への経費負担

55 除雪費 311,000 ○道路除雪の民間委託について、除雪車両維持 311,000 ○要求どおり 土木部

[道路維持課]に要する固定的経費（車検・点検などの管理

費）を除雪稼働時間によらず算入することに

より、地域における除雪体制を維持・確保
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